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 企業：半数弱の企業がテレビ会議を導入。テレビ会議の効果で、「移動時間の短縮・効

率化」「移動交通費の減少」「出張数の減少」が上位

 労働者：職場の AI（人工知能）導入により、「仕事のほとんどが代替可能だと思う」は、

5.4％と少数。「一部代替が可能だと思う」が6割、「代替はほとんどない」も3割

―「イノベーションへの対応状況調査」【企業調査】 

「イノベーションへの対応に向けた働き方のあり方等に関する調査」【労働者調査】 

調査結果のポイント 

１．テレワークの状況 

＜企業調査：テレワークの効果で、「従業員の移動時間の短縮・効率化」「定型的業務の効率・生

産性の向上」「仕事と育児・介護など家庭生活の両立支援」が上位＞ 

 企業調査では、テレワークについて、テレワーク実施企業（「会社の就業規則に記載があるなど会

社の制度として認めている」（4.5％）、「会社の制度はないが、上司の裁量や習慣として実施してい

る」（7.7％）の合計）は 12.2％となっている（P.4、図表 1-1）。テレワーク実施企業が認めている

テレワークの種類（複数回答）は、「在宅勤務（SOHO 含む）」が 52.0％、「モバイルワーク」が

57.6％などとなっている（P.4、図表 1-2）。
 企業調査において、「テレワークを実施した効果」（複数回答）としては、「従業員の移動時間の短

縮・効率化」が 50.3％ともっとも多く、次いで、「定型的業務の効率・生産性の向上」（46.1％）、

「仕事と育児・介護など家庭生活の両立支援」（30.6％）などとなっている（P.7、図表 1-7）。

２．テレビ会議の状況 

＜企業調査：テレビ会議の効果、「移動時間の短縮・効率化」「移動交通費の減少」「出張数の減少」

が上位＞ 

 企業調査では、テレビ会議（WEB 会議や音声会議等を含む）の導入状況は、「導入している」

が 46.8％となっており、半数弱の企業で導入がなされている（P.11、図表 2-1）。テレビ会議

の利用の用途は、「本社・支店・営業所等間の会議」「定例会議や個別テーマでの会議」「従業

員同士の打ち合わせ」が上位にきており、労働者調査でも同様の傾向がみられる（P.12、図

表 2-4）。
 企業調査での「テレビ会議を実施した効果」（複数回答）としては、「移動時間の短縮・効率

化」が 82.3％ともっとも多く、次いで、「移動交通費の減少」「出張数の減少」「業務の効率・

生産性の向上」「会議・打ち合わせ時間の短縮・効率化」などとなっている（P.13、図表 2-5）。 
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３．ＡＩ（人工知能）の状況 

＜労働者調査：職場の AI 導入により、「仕事のほとんどが代替可能だと思う」は、5.4％と少数。

「一部代替が可能だと思う」が 6割、「代替はほとんどない」も 3割＞ 

 企業調査において、職場でのAI（人工知能）導入状況では、AI が「すでに導入済み」とする

企業が 0.8％、「現在、導入を検討中」が 3.8％、「現時点で導入予定なし」が 94.9％となって

いる。「導入・導入検討中」計（「すでに導入済み」「現在、導入を検討中」の合計）は 4.6％
である（P.15、図表 3-1）。 

 労働者調査において、AI（人工知能）の知識・スキルを習得するための対応・準備状況では、

「すでに対応・準備をしている」が 1.7％、「対応・準備をしたい」が 28.1％、「特段に何もし

ない」が 68.2％となっている（P.17、図表 3-4）。 
 職場に導入（検討）されているAI の役割・機能（複数回答）は、企業調査・労働者調査いず

れも、「既存の業務効率・生産性を高める役割・機能」「既存の労働力を省力化する役割・機

能」「既存の業務の提供する価値（品質や顧客満足度など）を高める役割・機能」などが上位

にきている（P.18、図表 3-6）。 
 企業調査において、AI 導入による従業員数の変化について、正社員数と非正社員数の増減を

比較すると、正社員数に比べ非正社員数のほうが「減少・計」（「減少する」「やや減少する」

の合計）の割合が高い（P.20、図表 3-8）。正社員のうち管理職、技術職、営業職・事務職の

従業員数の増減の変化について、職種ごとにみると、「減少・計」の割合は、「営業職・事務

職」がもっとも割合が高く、次いで、「技術職」「管理職」の順となっている（P.20、図表 3-9）。 
 労働者調査において、AI による業務の代替に対する認識については、「仕事のほとんどが代

替可能だと思う」は、5.4％と少数である一方、「一部代替が可能だと思う」が 61.7％あり、「代

替はほとんどない」は 30.5％となっている。「代替あり・計」（「仕事のほとんどが代替可能だ

と思う」「一部代替が可能だと思う」の合計）を職種別にみると、「事務職」の割合がもっと

も高い（P.21、図表 3-10）。 

 AI の活用が一般化する時代に従業員に求める能力（複数回答）については、企業調査・労働

者調査いずれも、「コミュニケーション能力やコーチングなどの対人関係能力」「チャレンジ

精神や主体性、行動力、洞察力などの人間的資質」「企画発想力や創造性」が上位にきている

（P.25、図表 3-16）。 
 

４．副業の状況 

＜企業調査：副業禁止が 8割。禁止理由は「業務に専念してもらいたい」「疲労による業務効率の

低下防止」が上位＞ 

 企業調査では、従業員の副業について、「禁止している」が 83.4％と 8 割強を占め、次いで、

「容認している」が 16.1％、「推進している」は 0.1％となっている（P.27、図表 4-1）。 
 企業調査において、従業員の副業の「推進・容認企業・計」（「推進している」「容認している」

の合計）について、副業の推進・容認理由（複数回答）は、「特に理由はない」が 24.3％でも

っとも多く、次いで、「賃金低下の補助」「優秀な人材の確保・定着のため」などとなってい

る（P.28、図表 4-3）。従業員の副業を「禁止している」企業の禁止理由（複数回答）は、「業

務に専念してもらいたい」が 81.9％ともっとも多く、次いで、「疲労による業務効率の低下防

止」「業務上の秘密保持」「企業秩序を乱すから」などとなっている（P.29、図表 4-4）。 
 

 

 



3 
 

Ⅰ 調査の概要 

 
１．調査の趣旨・目的 
人口減少による労働力供給制約下にある我が国において、経済成長していくためには、一

人ひとりが生み出す付加価値（労働生産性）を高めていくことが重要である。これに最も寄

与すると考えられているのはイノベーションを促進し、事業活動に生かすことである。この

ため、今後のイノベーションで中心となるAI（人工知能）や ICT（情報通信技術）に注目し

て、企業・労働者がどのようにこれらの技術に対応していくべきかを明らかにしていくため、

企業・労働者アンケート調査を行った。 
本調査は、厚生労働省（労働政策担当参事官室）からの要請調査である。 

 
２．調査名 
「イノベーションへの対応状況調査」【企業調査】 
「イノベーションへの対応に向けた働き方のあり方等に関する調査｣【労働者調査】 
 
３．調査期間 

2017 年 1月 30 日から 2月 10 日。 
 
４．調査方法 
郵送による調査票の配布・回収。 

 
５．調査対象 
企業調査：全国の常用労働者 100 人以上の企業；12,000 社。 

 労働者調査：調査対象企業で正社員 8 人に配付；計 96,000 人。 
※企業調査では、東京商工リサーチの企業データベースにより、産業・従業員規模別に層化

無作為抽出。 
※本調査は、企業を通じて正社員調査票を配付している。なお、配付に際しては、男性 4 名、

女性 4 名での配付をお願いした（ただし、按分は企業の可能な範囲としている）。また、

配付の際に、年齢に極端な偏りが出ないこと、正社員の職種の構成に照らし、できる範囲

での職種に偏りなく配付することも求めた。 
 
６．有効回収数 
企業調査：有効回収数：2,505 件／有効回収率：20.9％ 
労働者調査：有効回収数：12,839 件／有効回収率：13.4％ 

 

７．回答企業・回答者の属性 
 32 ページに掲載。 
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Ⅱ 調査結果の概要 

１．テレワーク 1 
1-1．テレワークの実施状況：企業調査 
企業調査では、「テレワークを認めているか」について尋ねている。それによれば、「会社

の就業規則に記載があるなど会社の制度として認めている」（以下、「会社の制度として認め

ている」と略す）が 4.5％、「会社の制度はないが、上司の裁量や習慣として実施している」

（「上司の裁量や習慣として実施」と略す）が 7.7％、「導入・実施をしていない」が 85.6％
となっている（図表 1-1）。テレワーク実施企業（「会社の制度として認めている」「上司の裁

量や習慣として実施」）は 12.2％となっている。 
 

図表 1-1：テレワークの実施状況（単位＝％）【企業調査】 

 

  
テレワーク実施企業について、認められているテレワークの種類（複数回答）を尋ねたところ、

「在宅勤務（SOHO 含む）」が 52.0％、「モバイルワーク」が 57.6％などとなっている。 
 従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど「在宅勤務」の割合が高くなる。 
 テレワークの実施状況別にみると、「上司の裁量や習慣として実施」に比べて「会社の制度とし

て認めている」のほうが、「在宅勤務」の割合が高い。その一方で、「会社の制度として認めてい

る」に比べて「上司の裁量や習慣として実施」のほうが、「モバイルワーク」の割合が高い（図表

1-2）。 
図表 1-2：認められているテレワークの種類（MA、単位＝％）【企業調査】 

 

                                                
1 調査票ではテレワークについて、以下のように注記している。 
「本調査でのテレワークとは、情報通信技術を活用した、場所と時間にとらわれない柔軟な働き方です。（電子メ

ールや携帯電話などの情報通信手段が利用できる環境で仕事をすることが条件。）テレワークのなかには、「在宅勤

務」（週の何日か（日数・時間は問いません）は事業所に出勤せず在宅で作業をする働き方。SOHO（スモールオ

フィス・ホームオフィス）を含む）や「モバイルワーク」（電話連絡だけではなく、会社のサーバーにアクセスで

きる環境で、施設に依存せずどこでも仕事が可能な働き方（営業職など））などを含みます。」 

4.5 

7.7 85.6 2.2 
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全体(n=2,505)

会社の就業規則に記載があるなど会社の制度として認めている

会社の制度はないが、上司の裁量や習慣として実施している

導入・実施をしていない

無回答

n
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（

Ｓ
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Ｈ

Ｏ

含

む
）

モ

バ

イ

ル

ワ
ー

ク

そ
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他

無

回

答

合計 304 52.0 57.6 4.3 1.3

＜従業員規模＞

９９人以下 10 40.0 60.0 10.0 0.0

１００～２９９人 128 48.4 56.3 3.9 1.6

３００～９９９人 78 48.7 60.3 3.8 2.6

１，０００人以上 86 61.6 55.8 4.7 0.0

＜テレワークの実施状況＞

会社の制度として認めている 112 77.7 42.9 5.4 0.0

上司の裁量や習慣として実施 192 37.0 66.1 3.6 2.1

※テレワーク実施企業（「会社の就業規則に記載があるなど会社の制度として認めている」と「会社の制

度はないが、上司の裁量や習慣として実施している」 の合計）を対象に集計。
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1-2．テレワーク実施部門：企業調査 
企業調査では、テレワーク実施企業に対して、テレワーク実施部門を尋ねている。「①テレワー

ク実施部門」は、「すべての部門」が 18.8％、「一部の部門」が 79.9％となっている（図表 1-3-
①）。次に、「一部の部門」と回答した企業を対象に、「②実施該当部門」（複数回答）を尋ねたと

ころ、「営業」が 55.1％ともっとも多く、次いで、「人事・労務・総務」「研究・開発・設計」「企

画・調査・広報」「情報処理」などとなっている（図表 1-3-②）。 
 「①テレワーク実施部門」についてテレワークの種類別にみると、「在宅勤務」に比べ「モバイ

ルワーク」のほうが「一部の部門」とする割合が高い（図表1-3-①参照）。「②実施該当部門」に

ついてテレワークの種類別にみると、「在宅勤務」に比べ「モバイルワーク」のほうが「営業」の

割合が高い半面、「人事・労務・総務」「研究・開発・設計」「企画・調査・広報」「情報処理」な

どの割合は低くなっている（図表 1-3-②参照）。 
 

図表 1-3：テレワーク実施部門と「一部の部門」での実施該当部門（単位＝％）【企業調査】 

 

 
1-3．テレワークの実施者：企業調査 
企業調査で、テレワーク実施企業を対象に、具体的なテレワークの実施者（複数回答）を

尋ねたところ、「特定の職種・職務を担う従業員」が 54.9％ともっとも多く、次いで、「育児・

介護の事情がある従業員」「一定の職位以上の従業員」などとなっている。 
テレワークの種類別にみると、「在宅勤務」では、「育児・介護の事情がある従業員」が 51.3％

ともっとも多く、次いで、「特定の職種・職務を担う従業員」「一定の職位以上の従業員」な

どとなっている。一方、「モバイルワーク」では、「特定の職種・職務を担う従業員」が 62.3％
ともっとも多く、次いで、「一定の職位以上の従業員」などとなっている（図表 1-4）。 

 
図表 1-4：テレワークの実施者（MA、単位＝％）【企業調査】 
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務
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無
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答

合計 304 18.8 79.9 1.3 243 55.1 11.9 19.8 19.8 16.5 8.2 23.9 18.1 0.4

＜テレワークの種類(MA)＞

在宅勤務（ＳＯＨＯ含む） 158 24.7 74.7 0.6 118 25.4 11.0 27.1 28.0 21.2 11.9 37.3 21.2 0.8

モバイルワーク 175 20.0 78.9 1.1 138 84.1 15.2 20.3 18.1 15.2 5.8 21.0 13.8 0.0

①テレワーク実施部門(SA) ②「一部の部門」での実施該当部門(MA)

※「①テレワーク実施部門」は、テレワーク実施企業（「会社の就業規則に記載があるなど会社の制度として認めている」と「会社の制

度はないが、上司の裁量や習慣として実施している」 の合計）を対象に集計。②「一部の部門」での実施該当部門は、①テレワーク実

施部門で「一部の部門」と回答した企業を対象に集計。
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合計 304 54.9 27.6 9.9 29.3 7.6 9.2 3.3 6.9 3.0 15.1 1.3

＜テレワークの種類(MA)＞

在宅勤務（ＳＯＨＯ含む） 158 44.3 17.1 12.7 51.3 10.8 13.3 3.8 12.0 3.2 15.2 1.9

モバイルワーク 175 62.3 36.0 7.4 13.1 5.7 5.7 3.4 2.9 1.7 22.9 0.6

※テレワーク実施企業（「会社の就業規則に記載があるなど会社の制度として認めている」と「会社の制度はないが、上司の裁量

や習慣として実施している」 の合計）を対象に集計。
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1-4．テレワークを実施中の従業員に対する就業時間などの管理方法：企業調査 
企業調査で、テレワークを実施中の従業員に対する就業時間などの管理（複数回答）につ

いて尋ねたところ、「始業・終業時刻を電話や電子メールなどで管理者に伝達する」が 36.5％
ともっとも多く、次いで、「情報通信機器を利用して常時通信可能な状態にある」「一定時間

ごとにまとめて業務報告などで報告する」などとなっている。「特に何もしていない」は

22.0％となっている（図表 1-5）。 
テレワークの種類別にみると、「在宅勤務」では、「始業・終業時刻を電話や電子メールな

どで管理者に伝達する」が 53.2％ともっとも多く、次いで、「情報通信機器を利用して常時

通信可能な状態にある」が 39.2％、「一定時間ごとにまとめて業務報告などで報告する」が

30.4％などとなっている。「特に何もしていない」は 5.7％と少数である。一方、「モバイル

ワーク」では、「特に何もしていない」が 33.1％ともっとも多く、次いで、「情報通信機器を

利用して常時通信可能な状態にある」と「始業・終業時刻を電話や電子メールなどで管理者

に伝達する」が多い（図表 1-6）。 
 

図表 1-5：テレワークを実施中の従業員に対する就業時間などの管理（MA、単位＝％）【企業調査】 

 

 
図表 1-6：テレワークの種類別にみたテレワークを実施中の従業員に対する就業時間などの管理（MA、単位＝％） 

【企業調査】 

 

36.5 

31.6 

24.3 

5.9 

12.2 

22.0 

0.3 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

始業・終業時刻を電話や電子メールなどで管理者に伝達する

情報通信機器を利用して常時通信可能な状態にある

一定時間ごとにまとめて業務報告などで報告する

家事等のために業務が一時中断する場合に電話や電子メールなどで

管理者に伝達する

その他

特に何もしていない

無回答
全体(n=304)

※テレワーク実施企業（「会社の就業規則に記載があるなど会社の制度として認めている」と「会社の制度はないが、上司の裁量や習慣とし

て実施している」 の合計）を対象に集計。

53.2 

39.2 

30.4 

11.4 

10.1 

5.7 

0.6 

30.3 

30.3 

18.3 

11.4 

6.3 

33.1 

0.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

始業・終業時刻を電話や電子メールなどで管理者に伝達する

情報通信機器を利用して常時通信可能な状態にある

一定時間ごとにまとめて業務報告などで報告する

その他

家事等のために業務が一時中断する場合に電話や電子メールなどで

管理者に伝達する

特に何もしていない

無回答

在宅勤務（ＳＯＨＯ含む）(n=158)

モバイルワーク(n=175)

※テレワーク実施企業（「会社の就業規則に記載があるなど会社の制度として認めている」と「会社の制度はないが、上司の裁

量や習慣として実施している」 の合計）を対象に集計。

【テレワークの種類(MA)】
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1-5．テレワークを実施した理由と効果：企業調査 
企業調査では、テレワーク実施企業について、「①テレワークを実施した理由」（複数回答）

を尋ね、「②テレワークを実施した効果」に関しても、「それぞれの項目について効果が上が

っているか」（複数回答）を尋ねている。 

それによれば、「①テレワークを実施した理由」としては、「従業員の移動時間の短縮・効

率化」が 54.3％ともっとも多く、次いで、「定型的業務の効率・生産性の向上」が 52.6％、

「仕事と育児・介護など家庭生活の両立支援」が 38.8％、「創造的業務の効率・生産性の向

上」が 27.0％、「従業員のゆとりと健康的な生活の確保」が 22.4％、「顧客満足度の向上」が

19.1％などとなっている。 
「②テレワークを実施した効果」としては、「従業員の移動時間の短縮・効率化」が 50.3％

ともっとも多く、次いで、「定型的業務の効率・生産性の向上」が 46.1％、「仕事と育児・介

護など家庭生活の両立支援」が 30.6％、「創造的業務の効率・生産性の向上」が 19.7％、「従

業員のゆとりと健康的な生活の確保」が 15.1％、「顧客満足度の向上」が 14.8％などとなっ

ている（図表 1-7）。 
 

図表 1-7：テレワークを実施した理由と効果（MA、単位＝％）【企業調査】 

 
 

 

54.3 

52.6 

38.8 

27.0 

22.4 

19.1 

17.8 

16.1 

10.5 

9.2 

8.2 

4.3 

3.6 

1.6 

3.3 

2.6 

50.3 

46.1 

30.6 

19.7 

15.1 

14.8 

12.8 

10.5 

5.3 

7.6 

7.2 

2.6 

2.3 

1.0 

3.0 

13.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

従業員の移動時間の短縮・効率化

定型的業務の効率・生産性の向上

仕事と育児・介護など家庭生活の両立支援

創造的業務の効率・生産性の向上

従業員のゆとりと健康的な生活の確保

顧客満足度の向上

優秀な人材の雇用確保

従業員の自己管理能力の向上

地震など災害時の対応

人件費(残業手当等)の削減

障害などのある従業員への対応（高齢者除く）

オフィスコストの削減

遠隔地雇用による人件費の削減

高齢の従業員への対応

その他

無回答

①テレワークを実施した理由

②テレワークを実施した効果

※テレワーク実施企業（「会社の就業規則に記載があるなど会社の制度として認めている」と「会社の制度はないが、上司の裁量や

習慣として実施している」 の合計）を対象に集計(n=304)。



8 
 

1-6．テレワークを実施する上での問題や課題：企業調査 
企業調査では、テレワークを実施する上での問題や課題（複数回答）について尋ねている

（テレワーク実施企業の場合、導入後の問題や課題について尋ねており、テレワークを「導

入・実施していない」企業については導入しない理由を尋ねている）。 
 それによれば、テレワーク実施企業の「導入後の問題や課題」については、「労働時間の管

理（把握）が難しい」が 53.9％ともっとも多く、次いで、「情報セキュリティの確保に問題

がある」が 53.6％、「仕事の進捗状況などの管理（把握）が難しい」が 33.6％、「勤務評価が

難しい」が 30.9％、「テレワークに適した職種（仕事）が少ない」が 29.6％、「従業員間のコ

ミュニケーションに問題がある」と「テレワーク機器のコストがかかる」がともに 27.3％な

どとなっている。 
 一方、テレワークを「導入・実施をしていない」企業の「導入しない理由」については、

「テレワークに適した職種（仕事）が少ない」が 70.9 ％ともっとも多く、次いで、「労働時

間の管理（把握）が難しい」が 53.2％、「情報セキュリティの確保に問題がある」が 45.2％、

「仕事の進捗状況などの管理（把握）が難しい」が 36.9％、「勤務評価が難しい」が 33.8％、

「従業員間のコミュニケーションに問題がある」が 29.8％、「テレワーク機器のコストがか

かる」が 22.3％、「テレワークのメリットがわからない・不明確」が 18.9％などとなってい

る（図表 1-8）。 
 

図表 1-8：テレワークを実施する上での問題や課題（MA、単位＝％）【企業調査】 

 

53.9 

53.6 

33.6 

30.9 

29.6 

27.3 

27.3 

13.8 

12.5 

8.6 

6.6 

3.9 

2.6 

1.0 

2.3 

5.6 

0.7 

53.2 

45.2 

36.9 

33.8 

70.9 

29.8 

22.3 

15.0 

15.8 

15.2 

10.8 

10.9 

18.9 

10.8 

3.7 

1.5 

1.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

労働時間の管理（把握）が難しい

情報セキュリティの確保に問題がある

仕事の進捗状況などの管理（把握）が難しい

勤務評価が難しい

テレワークに適した職種（仕事）が少ない

従業員間のコミュニケーションに問題がある

テレワーク機器のコストがかかる

安全衛生管理が難しい

業務上災害の認定が曖昧である

賃金額の決定が難しい

働き方によっては深夜割増賃金を支払うことになる

実施前の説明、教育訓練、研修のコストがかかる

テレワークのメリットがわからない・不明確

実施方法がわからない・不明確

その他

特にない

無回答

テレワーク実施企業(n=304)

テレワークを「導入・実施をしていない」

(n=2,145)

※テレワーク実施企業とは、「会社の就業規則に記載があるなど会社の制度として認めている」と「会社の制度はない

が、上司の裁量や習慣として実施している」 の合計のこと。
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1-7．過去 3 年間にテレワークを適用された者の回答者属性：労働者調査 
 労働者調査では、過去 3年間のテレワークの適用の有無について、テレワークの適用が「あ

る」が 2.8％となっている（図表 1-9-①）。 
次に、適用されたテレワークの種類（複数回答）をみると、「在宅勤務（SOHO 含む）」（以

下、「在宅勤務」と略す）が 45.0％、「モバイルワーク」が 65.3％などとなっている。性別に

みると、「在宅勤務」の割合は男性に比べて女性のほうが高く、「モバイルワーク」の割合は

女性に比べて男性のほうが高い。性・子どもの有無別にみると、「在宅勤務」の割合は、男女

いずれも、「子どもはいない」に比べて「子どもがいる」のほうが高い（図表 1-9-②）。 
 
図表 1-9：過去 3年間のテレワークの適用の有無（SA）及び、適用されたテレワークの種類（MA）（単位＝％） 

【労働者調査】 

 
1-8．過去 3 年間にテレワークを適用された者の状況：労働者調査 
 労働者調査では、過去 3 年間にテレワークを適用されたことが「ある」と回答した者につ

いて、テレワークの適用理由（複数回答）を尋ねている。それによれば、「仕事の効率性を上

げたいから」が 54.4％ともっとも多く、次いで、「特定の職種・職務の性格上、必要だから」

が 37.2％、「通勤時間・負担を減らしたいから」が 21.9％、「育児、介護の事情があったから」

が 16.7％などとなっている。 
 これをテレワークの種類別にみると、「在宅勤務」では、「仕事の効率性を上げたいから」

が 46.9％ともっとも多く、次いで、「通勤時間・負担を減らしたいから」「育児、介護の事情

があったから」などが続く。一方、「モバイルワーク」では、「仕事の効率性を上げたいから」

が 63.0％ともっとも多く、次いで、「特定の職種・職務の性格上、必要だから」「通勤時間・

負担を減らしたいから」などが続く（図表 1-10）。 
図表 1-10：テレワークの適用理由（MA、単位＝％）【労働者調査】 

 

n
あ

る

な

い

無

回

答

n

在
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勤

務

（

Ｓ

Ｏ

Ｈ

Ｏ

含

む
）

モ

バ

イ

ル

ワ
ー

ク

そ

の

他

無

回

答

合計 12,839 2.8 96.9 0.3 360 45.0 65.3 2.8 1.4

男性 7,159 3.1 96.6 0.3 222 35.6 75.2 3.2 0.5

女性 5,675 2.4 97.3 0.2 138 60.1 49.3 2.2 2.9

子どもがいる 4,229 3.5 96.2 0.4 146 37.0 74.0 4.1 0.7

子どもはいない 2,869 2.6 97.2 0.2 76 32.9 77.6 1.3 0.0

子どもがいる 2,007 3.5 96.1 0.3 71 76.1 36.6 1.4 2.8

子どもはいない 3,626 1.8 98.1 0.1 66 43.9 63.6 3.0 1.5

①過去3年間のテレ-ワークの適用の有無

(SA)
②適用されたテレワークの種類（MA)

＜性別＞

＜性・子どもの有無＞

※「②適用されたテレワークの種類」は、過去3年間にテレワークを適用されたことが「ある」と回答した者を対象に集

計。
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無

回
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合計 360 37.2 16.7 5.0 21.9 54.4 7.8 9.2 1.1

在宅勤務（ＳＯＨＯ含む） 162 22.2 32.7 8.0 33.3 46.9 9.3 8.6 0.0

モバイルワーク 235 46.8 8.1 3.0 18.3 63.0 8.5 9.4 0.0

※過去3年間にテレワークを適用されたことが「ある」と回答した者を対象に集計。
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1-9．テレワークの満足度：労働者調査 
労働者調査では、過去 3年間にテレワークを適用されたことが「ある」と回答した者につ

いて、テレワークに対する満足度は、「満足」計（「満足している」「どちらかといえば満足し

ている」の合計）が 81.1％となっており、「不満」計（「どちらかといえば満足していない」

「満足していない」の合計）の 17.5％を大きく上回っている。これをテレワークの種類別に

みると、「満足」計の割合は、「在宅勤務」が 84.0％、「モバイルワーク」が 81.7％となって

いる（図表 1-11）。 
図表 1-11：テレワークの満足度（単位＝％）【労働者調査】 

 
 

1-10．テレワークで働くに当たって感じている課題：労働者調査 
 労働者調査では、過去 3 年間にテレワークを適用されたことが「ある」と回答した者につ

いて、テレワークで働くに当たって感じている課題（複数回答）を尋ねている。それによれ

ば、「特に課題はない」が 31.1％でもっとも多く、次いで、「労働時間が長くなってしまう」

（28.3％）、「仕事が適切に評価されるか心配である」（16.9％）、「自分の部署のある事業所以

外で仕事をする設備環境が整っていない」（16.7％）などとなっている。 
テレワークの種類別にみると、「モバイルワーク」に比べて「在宅勤務」のほうが「職場の

テレワーク制度が特定の人（育児・子育て・介護実施者など）に限定しているため、周囲に

気兼ねして利用しにくい」「仕事が適切に評価されるか心配である」などの割合が高い。一方、

「在宅勤務」比べて「モバイルワーク」のほうが「労働時間が長くなってしまう」「会社の

運営ルールが厳しい（そのような働き方の社内制度がない）」などの割合が高い（図表 1-12）。 
 

図表 1-12：テレワークで働くに当たって感じている課題（MA、単位＝％）【労働者調査】 
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在宅勤務（ＳＯＨＯ含む）(n=162)

モバイルワーク(n=235)

満足している どちらかといえば満足している どちらかといえば満足していない 満足していない 無回答

※過去3年間にテレワークを適用されたことが「ある」と回答した者を対象に集計。
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合計 360 28.3 16.7 12.5 16.9 7.5 11.7 31.1 1.9

＜テレワークの種類(MA)＞

在宅勤務（ＳＯＨＯ含む） 162 20.4 17.3 8.6 19.1 13.6 12.3 33.3 1.2

モバイルワーク 235 34.0 17.4 15.7 16.2 5.5 11.1 29.8 0.4

※過去3年間にテレワークを適用されたことが「ある」と回答した者を対象に集計。
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２．テレビ会議 
2-1．テレビ会議の導入状況：企業調査 
 企業調査では、「貴社ではテレビ会議（WEB 会議や音声会議等を含む）を導入しています

か」と尋ねている。それによれば、テレビ会議を「導入している」が 46.8％、「導入を検討

中」が 4.0％、「導入していない」が 49.0％などとなっている。半数弱の企業がテレビ会議を

導入している。従業員規模別にみると、テレビ会議を「導入している」とする割合は、規模

が大きくなるほど高くなる（図表 2-1）。 
 

図表 2-1：テレビ会議の導入状況（単位＝％）【企業調査】 

 

 
2-2．テレビ会議の参加状況：労働者調査 
労働者調査でも、会社でのテレビ会議（WEB 会議や音声会議等を含む）の導入について

尋ねており、「導入している」者に対して、テレビ会議の参加の有無について尋ねている。 
 それによれば、会社でテレビ会議を「導入している」とする者は 47.7％、「導入されてい

ない」が 46.0％、「わからない」が 5.7％となっている。これを従業員規模別にみると、規模

が大きくなるほど、「導入している」とする割合が高い（図表 2-2）。 
次に、テレビ会議を「導入している」とする者のテレビ会議の参加状況をみると、テレビ

会議の参加が「ある」は 67.4％となっている。従業員規模別にみると、規模が大きくなるほ

ど、「ある」とする割合が高い（図表 2-3）。 
 

図表 2-2：テレビ会議の導入状況（単位＝％）【労働者調査】  図表 2-3：テレビ会議の参加状況（単位＝％） 
【労働者調査】 

 

 

46.8 

24.6 

36.6 

50.6 

72.9 

4.0 

3.4 

4.4 

4.0 

2.8 

49.0 

72.0 

58.6 

45.2 

24.2 

0.2 

0.0 

0.3 

0.3 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=2,505)

＜従業員規模＞

９９人以下(n=118)

１００～２９９人(n=1,179)

３００～９９９人(n=733)

１，０００人以上(n=458)

導入している 導入を検討中 導入していない 無回答

n

導

入

し

て

い

る

導

入

さ

れ

て

い

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

n
あ

る

な

い

合計 12,839 47.7 46.0 5.7 0.6 合計 6,125 67.4 32.6

９９人以下 540 23.0 66.7 8.7 1.7 ９９人以下 124 54.0 46.0

１００～２９９人 5,809 37.0 56.1 6.2 0.7 １００～２９９人 2,150 63.1 36.9

３００～９９９人 3,823 49.5 44.7 5.4 0.5 ３００～９９９人 1,892 66.3 33.7

１，０００人以上 2,590 74.5 20.7 4.5 0.3 １，０００人以上 1,930 74.0 26.0

※テレビ会議の参加は、テレビ会議を「導入している」

とする者を対象に集計。

＜従業員規模＞ ＜従業員規模＞
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2-3．テレビ会議の実施用途：企業調査・労働者調査 
 企業調査では、テレビ会議を「導入している」企業を対象にして、テレビ会議の実施用途

（複数回答）を尋ねている。それによれば、「本社・支店・営業所等間の会議」が 79.0％で

もっとも多く、次いで、「定例会議や個別テーマでの会議」が 75.8％、「従業員同士の打ち合

わせ」が 44.1％、「セミナー・研修」が 29.9％、「取引先など社外との会議」が 21.7％など

となっている。 
 一方、労働者調査でも、会社がテレビ会議を「導入している」とする者のなかで、テレビ

会議に参加したことが「ある」とする者を対象に、テレビ会議を利用した用途（複数回答）

を尋ねている。それによれば、「定例会議や個別テーマでの会議」が 72.2％ともっとも多く、

次いで「本社・支店・営業所等間の会議」が 61.6％、「従業員同士の打ち合わせ」が 45.1％
などとなっており、企業調査と同様の用途が上位にきている（図表 2-4）。 
 

図表 2-4：テレビ会議の実施用途（MA、単位＝％）【企業調査・労働者調査】 

 
 
2-4．企業からみたテレビ会議を導入した理由と実施効果：企業調査 
企業調査では、テレビ会議を「導入している」企業を対象にして、「①テレビ会議を導入し

た理由」（複数回答）を尋ね、「②テレビ会議を実施した効果」に関しても、「それぞれの項目

について効果が上がっているか」（複数回答）を尋ねている。 
「①テレビ会議を導入した理由」としては、「移動時間の短縮・効率化」が 86.9％ともっ

とも多く、次いで、「移動交通費の減少」が 79.8％、「出張数の減少」が 65.4％、「業務の効

率・生産性の向上」が 65.1％、「会議・打ち合わせ時間の短縮・効率化」が 58.3％、「社内コ

ミュニケーションの円滑化」が 31.2％、「社内教育やサポート業務の効率化」が 20.0％など

となっている。 
 「②テレビ会議を実施した効果」としては、「移動時間の短縮・効率化」が 82.3％ともっ

とも多く、次いで、「移動交通費の減少」が 76.6％、「出張数の減少」が 59.5％、「業務の効

率・生産性の向上」が 52.5％、「会議・打ち合わせ時間の短縮・効率化」が 48.8％、「社内コ

ミュニケーションの円滑化」が 26.2％、「社内教育やサポート業務の効率化」が 17.6％など

となっている（図表 2-5）。 
 

79.0 

75.8 

44.1 

29.9 

21.7 

13.4 

9.0 

2.1 

1.4 

1.1 

0.3 

61.6 

72.2 

45.1 

25.2 

16.4 

10.4 

3.2 

1.0 

1.1 

1.2 

0.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

本社・支店・営業所等間の会議

定例会議や個別テーマでの会議

従業員同士の打ち合わせ

セミナー・研修

取引先など社外との会議

教育・ｅラーニング

地震など災害時の対応

在宅勤務

モバイルワーク

その他

無回答

企業調査(n=1,172)

労働者調査（n=4,126)

※企業調査は、テレビ会議を「導入している」企業を対象に集計。

労働者調査は、会社がテレビ会議を「導入している」とする者のなかで、テレビ会議に参加したことが「ある」とする者を対象に集計。
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図表 2-5：テレビ会議を導入した理由と実施効果（MA、単位＝％）【企業調査】 

 
 
2-5．テレビ会議に参加して感じたこと：労働者調査 
労働者調査では、テレビ会議に参加したことが「ある」とする者に対して、テレビ会議に

参加して感じたことを尋ねている。各項目の「そう思う・計」（「そう思う」「ややそう思う」

の合計）をみると、「移動時間の短縮・効率化」が 96.0％でもっとも割合が高く、次いで、「移

動交通費の減少」（95.9％）、「出張数の減少」（84.8％）、「業務の効率・生産性の向上」（76.8％）、

「会議・打ち合わせ時間の短縮・効率化」（60.8％）、「社内教育やサポート業務の効率化」

（43.0％）、「社内コミュニケーションの円滑化」（41.1％）、「地震など災害時の対応」（35.8％）、

「在宅勤務など仕事と家庭の両立支援への対応」（26.9％）となっている（図表 2-6）。 
 

図表 2-6：テレビ会議に参加して感じたこと（単位＝％）【労働者調査】 

 

86.9 

79.8 

65.4 

65.1 

58.3 

31.2 

20.0 

11.1 

2.0 

1.9 

1.8 

2.1 

82.3 

76.6 

59.5 

52.5 

48.8 

26.2 

17.6 

7.8 

1.7 

1.4 

0.5 

6.8 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

移動時間の短縮・効率化

移動交通費の減少

出張数の減少

業務の効率・生産性の向上

会議・打ち合わせ時間の短縮・効率化

社内コミュニケーションの円滑化

社内教育やサポート業務の効率化

地震など災害時の対応

在宅勤務など仕事と家庭の両立支援への対応

転勤者数の減少

その他

無回答

①テレビ会議を導入した理由

②テレビ会議を実施した効果

※テレビ会議を「導入している」企業を対象に集計(n=1,172)。

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

ど

ち

ら

と

も

言

え

な

い

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

そ

う

思

う

・

計

移動時間の短縮・効率化 83.1 12.9 1.9 0.4 0.1 1.6 96.0

移動交通費の減少 84.1 11.8 2.1 0.4 0.1 1.5 95.9

出張数の減少 67.6 17.2 8.8 2.4 1.7 2.3 84.8

業務の効率・生産性の向上 38.1 38.7 15.9 4.0 1.1 2.3 76.8

会議・打ち合わせ時間の短縮・効率化 32.9 27.9 22.9 11.2 3.0 2.1 60.8

社内教育やサポート業務の効率化 13.2 29.8 34.9 13.2 5.9 3.0 43.0

社内コミュニケーションの円滑化 12.5 28.6 33.5 16.8 6.0 2.6 41.1

地震など災害時の対応 15.3 20.5 41.3 11.6 7.8 3.6 35.8

在宅勤務など仕事と家庭の両立支援への対応 9.6 17.3 39.8 14.2 15.6 3.6 26.9

転勤者数の減少 7.9 7.3 37.3 21.8 21.9 3.8 15.2

※会社がテレビ会議を「導入している」とする者のなかで、テレビ会議に参加したことが「ある」とする者を対象に集計

（n=4,126）。各項目の「そう思う・計」は「そう思う」「ややそう思う」の合計。
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2-6．企業からみたテレビ会議の拡充方針：企業調査 
企業調査では、テレビ会議を導入している企業に対して、今後、テレビ会議をどのような

方向に持っていきたいかについて尋ねている。それによれば、「現状を維持」が 60.8％でも

っとも割合が高く、次いで、「拡充したい」が 36.1％となっており、「縮小したい」は 0.4％
とわずかである（図表 2-7）。 

 
図表 2-7：テレビ会議の拡充方針（単位＝％）【企業調査】 

 
 
2-7．労働者からみたテレビ会議の拡充希望：労働者調査 
労働者調査では、テレビ会議に参加したことが「ある」とする者に対して、「今後、テレビ

会議をどのようにしてほしいですか」と尋ねている。それによれば、「現状を維持」が 52.2％
ともっとも割合が高く、次いで、「拡充してほしい」も 43.9％と半数弱を占め、「縮小してほ

しい」は 1.6％とわずかである（図表 2-8）。 
 

図表 2-8：テレビ会議の拡充希望（単位＝％）【労働者調査】 

 
 

2-8．テレビ会議未導入企業におけるテレビ会議の導入希望：労働者調査 
 労働者調査では、会社でテレビ会議が「導入されていない」「わからない」とする者を対象

に、「テレビ会議を導入してほしい」と思うかを尋ねている。それによれば、テレビ会議を「導

入してほしい」が 29.6％、「導入の必要はない」が 65.7％だった（図表 2-9）。 
 

図表 2-9：テレビ会議未導入企業におけるテレビ会議の導入希望（単位＝％）【労働者調査】 

 
 

 

 

36.1 60.8 

0.4 

2.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1,172)

拡充したい 現状を維持 縮小したい 無回答

※テレビ会議を「導入している」企業を対象に集計。

43.9 52.2 

1.6 

2.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計(n=4,126)

拡充してほしい 現状を維持 縮小してほしい 無回答

※会社がテレビ会議を「導入している」とする者のなかで、テレビ会議に参加したことが「ある」とする者を対象に集計。

29.6 65.7 4.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=6,634)

導入してほしい 導入の必要はない 無回答

※会社でテレビ会議が「導入されていない」「わからない」を対象に集計。
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３．AI（人工知能）2 
3-1．AI の職場への導入状況：企業調査 
 企業調査では、「現在、貴社の職場には、AI（人工知能） が導入されていますか」と尋ね

ている。それによれば、職場で AI が「すでに導入済み」とする企業が 0.8％、「現在、導入

を検討中」が 3.8％、「現時点で導入予定なし」が 94.9％となっている。「導入・導入検討中」

計（「すでに導入済み」「現在、導入を検討中」の合計）は 4.6％である。 
AI の「導入・導入検討中」計について、従業員規模別にみると、規模が大きくなるほどそ

の割合は高くなる。 
AI の「導入・導入検討中」計について業種別にみると、「金融業、保険業」（19.2％）、「医

療、福祉」（10.9％）、「電気・ガス・熱供給・水道業」（7.1％）、「建設業」（5.5％）、「情報通

信業」（5.2％）、「サービス業（他に分類されないもの）」（5.1％）などが高い（図表 3-1）。 
 

図表 3-1：AIの職場への導入状況（単位＝％）【企業調査】 

 

                                                
2 調査票上のAIの説明では、以下のように注記を入れている。 
「近年、人工知能（AI）の進化が急速に進んでいると言われています。現時点では、「人間のように考えるコンピ

ューター」としての人工知能（AI）は実現してはいませんが、近年の人工知能（AI）の研究開発によって「識別（音

声認識や画像認識など）」「予測（数値予測やマッチングなど）」「実行（表現生成やデザインなど）」といった機能

の一部が実用レベルに達し、生活や産業への人工知能（AI）の導入がはじまっています。人工知能が製品・サービ

スに組み込まれることにより、例えば、AI搭載家電（掃除用ロボット等）やゲーム（囲碁、将棋等）、インターネ

ットの検索エンジンによる広告、受付窓口用ロボット、コールセンターでの自動対応、金融市場での高速トレード、

自動車の自動運転の開発など、これまで人間が対応していた様々な場において人工知能の活用が進み始めていま

す。」 

n

す

で

に

導

入

済

み

現

在
、

導

入

を

検

討

中

現

時

点

で

導

入

予

定

な

し

無

回

答

「

導

入

・

導

入

検

討

中
」

計

合計 2,505 0.8 3.8 94.9 0.6 4.6

＜従業員規模＞

９９人以下 118 0.8 2.5 96.6 0.0 3.3

１００～２９９人 1,179 0.4 3.1 96.0 0.5 3.5

３００～９９９人 733 0.8 3.0 95.9 0.3 3.8

１，０００人以上 458 1.7 7.0 90.4 0.9 8.7

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業 3 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

建設業 182 0.0 5.5 94.5 0.0 5.5

製造業 694 0.7 3.3 95.2 0.7 4.0

電気・ガス・熱供給・水道業 14 0.0 7.1 85.7 7.1 7.1

情報通信業 77 2.6 2.6 94.8 0.0 5.2

運輸業、郵便業 202 1.5 3.5 94.1 1.0 5.0

卸売業、小売業 456 0.2 2.2 97.1 0.4 2.4

金融業、保険業 52 3.8 15.4 80.8 0.0 19.2

不動産業、物品賃貸業 27 0.0 3.7 96.3 0.0 3.7

学術研究、専門・技術サービス業 50 0.0 2.0 98.0 0.0 2.0

宿泊業、飲食サービス業 132 0.8 1.5 97.7 0.0 2.3

生活関連サービス業、娯楽業 38 2.6 0.0 97.4 0.0 2.6

教育、学習支援業 53 1.9 1.9 96.2 0.0 3.8

医療、福祉 92 2.2 8.7 89.1 0.0 10.9

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 2 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

サービス業（他に分類されないもの） 332 0.6 4.5 94.9 0.0 5.1

その他 66 0.0 1.5 98.5 0.0 1.5

※「導入・導入検討中」計は、「すでに導入済み」「現在、導入を検討中」の合計。
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3-2．AI の導入に際して、準備していること：企業調査 
 企業調査では、AI（人工知能）の導入に際して準備していること（複数回答）について尋

ねている。それによれば、「特に何もしていない」とする企業が 91.9％とほとんどとなって

いる。 
 AI の導入・検討状況別にみると、「特に何もしていない」とする割合は、AI を「導入予定

なし」とする企業が 94.9％、「導入・導入検討中」とする企業が 35.1％となっている。 
 そこで、「導入・導入検討中」とする企業についてみると、「特に何もしていない」が 35.1％
ともっとも多いものの、具体的な準備内容としては、「AI を職場に導入するための検討チー

ムの設立」が 27.2％でもっとも多く、次いで、「AI 関連の研究機関・企業との連携・共同開

発」が 21.9％、「既存の従業員のAI 関連の教育訓練・研修強化」が 17.5％、「AI の製品化に

向けた検討チームの設立」が 7.0％、「AI 関連の人材の採用強化」が 6.1％、「AI 関連の研究

開発投資の増額」が 5.3％などとなっている（図表 3-2）。 
図表 3-2：AIの導入に際して、準備していること（MA、単位＝％）【企業調査】 

 
3-3．職場でのAI 導入状況：労働者調査 
労働者調査では、「現在、あなたの会社では、職場において、AI（人工知能）が導入され

ていますか」と尋ねている。それによれば、職場でAI が「すでに導入済み」とする者が 1.1％、

「現在、導入が検討されている」が 2.0％、「現時点で導入予定なし」が 67.1％、「わからな

い」が 27.4％などとなっている。「導入・導入検討中」計（「すでに導入済み」「現在、導入

が検討されている」の合計）は 3.1％である（図表 3-3）。 
図表 3-3：職場でのAI導入状況（単位＝％）【労働者調査】 

 

2.1 

1.8 

1.8 

1.2 

0.8 

0.6 

1.7 

91.9 

1.3 

27.2 

21.9 

17.5 

6.1 

7.0 

5.3 

14.9 

35.1 

0.9 

0.9 

0.8 

1.1 

0.9 

0.5 

0.3 

1.1 

94.9 

1.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

ＡＩを職場に導入するための検討チームの設立

ＡＩ関連の研究機関・企業との連携・共同開発

既存の従業員のＡＩ関連の教育訓練・研修強化

ＡＩ関連の人材の採用強化

ＡＩの製品化に向けた検討チームの設立

ＡＩ関連の研究開発投資の増額

その他

特に何もしていない

無回答

合計(n=2,505)

導入・導入検討中(n=114)

導入予定なし(n=2,376)

【AIの導入・検討状況】

1.1 2.0 

67.1 27.4 2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=12,839)

すでに導入済み 現在、導入が検討されている 現時点で導入予定なし わからない 無回答
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3-4．AI の知識・スキルを習得するための対応・準備：労働者調査 
(1) AI の知識・スキルを習得するための対応・準備 
労働者調査では、「あなたは、AI（人工知能）の知識・スキルを習得するための対応・準

備をしたいと思いますか」と尋ねている。それによれば、「すでに対応・準備をしている」が

1.7％、「対応・準備をしたい」が 28.1％、「特段に何もしない」が 68.2％となっている。 
 これを AI の導入・検討状況別にみると、「導入・導入検討中」では、「すでに対応・準備

をしている」が 14.5％、「対応・準備をしたい」が 51.8％、「特段に何もしない」が 32.8％
となっている。その一方で、「導入予定なし・わからない」では、「すでに対応・準備をして

いる」が 1.3％、「対応・準備をしたい」が 27.6％、「特段に何もしない」が 70.0％となって

いる（図表 3-4）。 
 

図表 3-4：AIの知識・スキルを習得するための対応・準備の状況（単位＝％）【労働者調査】 

 

 
(2) AI の知識・スキルを習得するための対応・準備の内容 

AI の知識・スキルを習得するための対応・準備で「すでに対応・準備している」と回答し

た者に対して、対応・準備の内容（複数回答）を尋ねたところ、「AI に関する知識をニュー

ス等で得ることに努めている」が 62.3％ともっとも多く、次いで、「AI の知識・スキルを習

得するための自己啓発を行っている」が47.1％、「AIに関連する業務にすでに携わっている」

が 16.1％となっている。 
 これを AI の導入・検討状況別にみると、「AI に関連する業務にすでに携わっている」の

割合は、「導入予定なし・わからない」（7.8％）に比べ「導入・導入検討中」（37.9％）のほ

うが高い（図表 3-5）。 
 
図表 3-5：AIの知識・スキルを習得するための対応・準備の内容（MA、単位＝％）【労働者調査】 

 

1.7 

14.5 

1.3 

28.1 

51.8 

27.6 

68.2 

32.8 

70.0 

2.0 

1.0 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=12,839)

＜AIの導入・検討状況＞

導入・導入検討中(n=400)

導入予定なし・わからない(n=12,136)

すでに対応・準備をしている 対応・準備をしたい 特段に何もしない 無回答

16.1 

47.1 

62.3 

6.7 
0.9 

37.9 

46.6 

55.2 

6.9 

0.0 

7.8 

50.0 

64.9 

6.5 
0.6 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

ＡＩに関連する業務に

すでに携わっている

ＡＩの知識・スキルを

習得するための自己啓発

を行っている

ＡＩに関する知識を

ニュース等で得ることに

努めている

その他 無回答

合計(n=223)

導入・導入検討中(n=58)

導入予定なし・わからない(n=154)

※AIの知識・スキルを習得するための対応・準備で「すでに対応・準備している」と回答した者を対象に集計。

【AIの導入・検討状況】
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3-5．職場に導入（検討）されているAI の役割・機能：企業調査・労働者調査 
企業調査・労働者調査ではいずれも、職場でのAI導入が「すでに導入済み」「現在、導入

が検討されている」と回答した企業・労働者に対して、「あなたの職場において導入されてい

る（検討中の場合、導入が予定されている）AI（人工知能）は、どのような役割・機能を果

たすものですか」（複数回答）と尋ねている。 
企業調査では、「既存の業務効率・生産性を高める役割・機能」が 67.5％ともっとも多く、

次いで、「既存の労働力を省力化する役割・機能」が 54.4％、「既存の業務の提供する価値（品

質や顧客満足度など）を高める役割・機能」が 43.0％、「不足している労働力を補完する役

割・機能」が 36.8％、「これまでに存在しなかった新しい価値をもった業務を創出する役割・

機能」が 26.3％、「新しい業務に取組む意欲や満足度を高める役割・機能」が 12.3％、「既存

の業務に取組む意欲や満足度を高める役割・機能」が 9.6％などとなっている。 
 一方、労働者調査でも、「既存の業務効率・生産性を高める役割・機能」が 65.8％ともっ

とも多く、次いで、「既存の労働力を省力化する役割・機能」が 42.3％、「既存の業務の提供

する価値（品質や顧客満足度など）を高める役割・機能」が 37.0％、「これまでに存在しな

かった新しい価値をもった業務を創出する役割・機能」が 23.0％、「不足している労働力を

補完する役割・機能」が 21.8％などとなっている。 
 企業調査・労働者調査いずれも、「既存の業務効率・生産性を高める役割・機能」「既存の

労働力を省力化する役割・機能」「既存の業務の提供する価値（品質や顧客満足度など）を高

める役割・機能」などが上位にきている。既存の業務効率・生産性の向上や労働力の省力化、

業務提供価値の向上で、AI の活用（検討含む）をしている状況がうかがえる（図表 3-6）。 
 

図表 3-6：職場に導入（導入予定）されているAI（人工知能）の役割・機能（MA、単位＝％） 
【企業調査・労働者調査】 

 

67.5 

54.4 

43.0 

36.8 

26.3 

12.3 

9.6 

2.6 

9.6 

65.8 

42.3 

37.0 

21.8 

23.0 

4.5 

4.5 

4.8 

1.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

既存の業務効率・生産性を高める役割・機能

既存の労働力を省力化する役割・機能

既存の業務の提供する価値（品質や顧客満足度など）を高める

役割・機能

不足している労働力を補完する役割・機能

これまでに存在しなかった新しい価値をもった業務を創出する

役割・機能

新しい業務に取組む意欲や満足度を高める役割・機能

既存の業務に取組む意欲や満足度を高める役割・機能

その他

無回答

企業調査(n=114）

労働者調査(n=400)

※企業調査は、職場でのAI導入が「すでに導入済み」「現在、導入が検討されている」と回答した企業を対象に集計。

労働者調査は、職場でのAI導入が「すでに導入済み」「現在、導入が検討されている」と回答した者を対象に集計。
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3-6．AI 導入による業務への影響に対する認識：企業調査・労働者調査 
企業調査・労働者調査ではいずれも、職場にAI が導入されることによる、従業員の業務

の範囲、労働時間、業務効率、意欲への影響を尋ねている（以下、職場でのAI 導入が「す

でに導入済み」「現在、導入が検討されている」と回答した企業・労働者を対象に集計）。 
それによれば、「①業務の範囲」については、企業調査では、「増加・計」（「増加」「やや増

加」の合計）の割合は 36.8％、「減少・計」（「やや減少」「減少」の合計）の割合は 51.7％と

なっている。一方、労働者調査も、「増加・計」の割合は 39.0％、「減少・計」の割合は 59.8％
となっている。企業・労働者いずれも、「業務の範囲」では、「減少・計」の割合が「増加・

計」の割合を上回っている（図表 3-7-①）。 
「②労働時間」については、企業調査では、「増加・計」の割合は 9.7％とわずかであり、

「減少・計」の割合は 78.1％と大半を占める。一方、労働者調査も、「増加・計」の割合は

18.0％、「減少・計」の割合は 81.0％となっている。企業・労働者いずれも、「減少・計」の

割合が「増加・計」の割合を大きく上回っている。AI の導入により、労働時間が減少すると

の認識を抱く割合が高い（図表 3-7-②）。 
 「③業務効率」については、企業調査では、「上昇・計」（「上昇」「やや上昇」の合計）の

割合は 78.1％、「低下・計」（「やや低下」「低下」の合計）の割合は 9.7％となっている。一

方、労働者調査では、「上昇・計」の割合は 91.6％、「低下・計」の割合は 7.8％となってい

る。企業・労働者いずれも、「上昇・計」の割合が「低下・計」の割合を大きく上回っている。

AI の導入により、業務効率が上昇するとの認識を抱く割合が高い（図表 3-7-③）。 
「④従業員の意欲」については、企業調査では、「上昇・計」の割合は 75.4％、「低下・計」

の割合は 12.2％となっている。一方、労働者調査では、「上昇・計」の割合は 63.8 ％、「低

下・計」の割合は 35.3％となっている。企業・労働者いずれも、「上昇・計」の割合が「低

下・計」の割合を上回っている。「従業員の意欲」の「低下・計」の割合を比較すると、企業

に比べ労働者のほうが割合は高い（図表 3-7-④）。 
 

図表 3-7：AI導入による業務への影響に対する認識（単位＝％）【企業調査・労働者調査】 
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無
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増

加

・

計

減

少

・

計

【①業務の範囲】

企業調査 114 6.1 30.7 42.1 9.6 11.4 36.8 51.7

労働者調査 400 13.0 26.0 52.5 7.3 1.3 39.0 59.8

【②労働時間】

企業調査 114 1.8 7.9 64.9 13.2 12.3 9.7 78.1

労働者調査 400 3.0 15.0 68.5 12.5 1.0 18.0 81.0

n
上

昇

や

や

上

昇

や

や

低

下

低

下

無

回

答

上

昇

・

計

低

下

・

計

【③業務効率】

企業調査 114 27.2 50.9 7.9 1.8 12.3 78.1 9.7

労働者調査 400 27.8 63.8 7.3 0.5 0.8 91.6 7.8

【④従業員の意欲】

企業調査 114 11.4 64.0 9.6 2.6 12.3 75.4 12.2

労働者調査 400 7.5 56.3 28.8 6.5 1.0 63.8 35.3

※企業調査は、職場でのAI導入が「すでに導入済み」「現在、導入が検討されている」と回答した企業を対象に集計。

労働者調査は、職場でのAI導入が「すでに導入済み」「現在、導入が検討されている」と回答した者を対象に集計。

【①業務の範囲】及び【②労働時間】の「増加・計」は「増加」「やや増加」の合計。「減少・計」は「やや減少」「減

少」の合計。【③業務効率】及び【④従業員の意欲】の「上昇・計」は「上昇」「やや上昇」の合計。「低下・計」は

「やや低下」「低下」の合計。
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3-7．今後、AI が導入された場合の従業員数の変化：企業調査 
 企業調査では、「今後、AI が導入された場合、貴社の従業員数（うち、正社員数、非正社

員数）の増減はどう変化すると思いますか」と尋ねている。 
それによれば、全従業員数の増減では、「変わらない」が 51.9％と半数を占め、「減少・計」

（「減少する」「やや減少する」の合計）の割合も 42.0％と高く、「増加・計」（「増加する」「や

や増加する」の合計）は 2.7％と少数である。 
 正社員数と非正社員数の増減を比較すると、「増加・計」の割合はいずれも少数である点で

違いはない。非正社員数に比べ正社員数のほうが「変わらない」とする割合が高い一方で、

正社員数に比べ非正社員数のほうが「減少・計」の割合が高い（図表 3-8）。 
 

図表 3-8：今後、AI が導入された場合の従業員数の増減（単位＝％）【企業調査】 

 

 
企業調査では、「今後、AI が導入された場合、貴社の正社員のうち管理職、技術職、営業

職・事務職の従業員数の増減はどう変化すると思いますか」と尋ねている。 
それによれば、「管理職」の増減では、「変わらない」が 76.0％と多数を占め、「減少・計」

（「減少する」「やや減少する」の合計）の割合は 17.9％となっており、「増加・計」（「増加

する」「やや増加する」の合計）は 2.4％と少数である。 
 「技術職」の増減でみると、「変わらない」が 65.9％と大半を占め、「減少・計」の割合も

21.7％となっており、「増加・計」は 7.5％と少数である。 
 「営業職・事務職」では、「変わらない」が 55.7％と半数強を占め、「減少・計」の割合も

38.2％と高く、「増加・計」は 2.1％と少数である。 
 各職種を比較すると、「増加・計」の割合は少数である点で違いはないが、そのなかでは「技

術職」の「増加・計」の割合がもっとも高い。「減少・計」の割合をみると、「営業職・事務

職」がもっとも高く、次いで、「技術職」「管理職」の順となっている（図表 3-9）。 
 

図表 3-9：今後、AI が導入された場合の正社員（職種）の増減（単位＝％）【企業調査】 

 
 

0.9 

0.8 

0.8 

1.8 

2.1 

2.4 

51.9 

57.8 

51.7 

34.5 

28.5 

29.5 

7.5 

6.5 

10.4 

3.6 

4.4 

5.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全従業員数

正社員数

非正社員数

増加する やや増加する 変わらない やや減少する 減少する 無回答

※全体(n=2,505)
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※全体(n=2,505)
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3-8．AI による業務の代替に対する認識 
(1)AI による業務の代替に対する認識：労働者調査 
労働者調査では、「今後、あなたの職場に AI（人工知能）が導入された場合、あなたの職

種の業務を AI が取って代わる（AI があなたの業務を代替する）ことがあると思いますか」

と尋ねている。それによれば、「仕事のほとんどが代替可能だと思う」は、5.4％と少数であ

る一方、「一部代替が可能だと思う」が 61.7％あり、「代替はほとんどない」は 30.5％となっ

ている。 
従業員規模別にみると、「代替あり・計」（「仕事のほとんどが代替可能だと思う」「一部代

替が可能だと思う」の合計）は規模が大きくなるほどその割合が高くなる。 
 業種別にみると、「代替あり・計」の割合は「金融業、保険業」「学術研究、専門・技術サ

ービス業」「情報通信業」「不動産業、物品賃貸業」などで高い。一方、「代替はほとんどない」

の割合は、「鉱業、採石業、砂利採取業」「複合サービス事業（郵便局、協同組合など）」「医

療、福祉」「電気・ガス・熱供給・水道業」などで高い。 
 職種別にみると、「代替あり・計」の割合は「事務職」でもっとも高い。一方、「代替はほ

とんどない」の割合は、「運搬・清掃等労務職」「建設・採掘職」「輸送・機械運転職」「保安

職」「販売職」「製造・生産工程職」などで高くなっている（図表 3-10）。 
 

図表 3-10：AI による業務の代替可能性（単位＝％）【労働者調査】 
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代

替
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合計 12,839 5.4 61.7 30.5 2.5 67.1

＜従業員規模＞

９９人以下 540 8.3 48.3 40.2 3.1 56.6

１００～２９９人 5,809 5.6 59.1 32.8 2.5 64.7

３００～９９９人 3,823 4.9 63.4 29.5 2.3 68.3

１，０００人以上 2,590 5.1 67.5 25.3 2.2 72.6

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業 21 9.5 42.9 42.9 4.8 52.4

建設業 1,071 7.1 62.8 28.3 1.8 69.9

製造業 3,587 5.3 64.2 28.1 2.4 69.5

電気・ガス・熱供給・水道業 164 4.3 56.7 37.8 1.2 61.0

情報通信業 414 3.9 69.1 24.9 2.2 73.0

運輸業、郵便業 982 7.0 55.9 34.2 2.9 62.9

卸売業、小売業 1,956 5.8 62.7 29.2 2.2 68.5

金融業、保険業 370 5.9 68.9 23.0 2.2 74.8

不動産業、物品賃貸業 128 4.7 67.2 26.6 1.6 71.9

学術研究、専門・技術サービス業 327 7.6 67.0 22.9 2.4 74.6

宿泊業、飲食サービス業 565 4.6 60.2 32.6 2.7 64.8

生活関連サービス業、娯楽業 197 3.6 61.9 32.5 2.0 65.5

教育、学習支援業 325 2.8 63.1 31.4 2.8 65.9

医療、福祉 537 3.7 56.4 38.0 1.9 60.1

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 36 0.0 61.1 38.9 0.0 61.1

サービス業（他に分類されないもの） 1,717 4.6 57.1 35.4 3.0 61.7

その他 360 4.7 55.8 36.1 3.3 60.5

＜職種＞

管理職 2,745 2.6 58.7 36.6 2.2 61.3

専門・技術職 1,368 2.4 61.8 33.2 2.6 64.2

事務職 7,014 7.5 64.7 25.4 2.3 72.2

販売職 526 1.9 56.7 40.1 1.3 58.6

サービス職 335 3.9 53.7 37.3 5.1 57.6

保安職 23 0.0 47.8 43.5 8.7 47.8

製造・生産工程職 401 4.0 53.4 39.4 3.2 57.4

輸送・機械運転職 62 8.1 29.0 56.5 6.5 37.1

建設・採掘職 21 0.0 38.1 61.9 0.0 38.1

運搬・清掃等労務職 62 1.6 30.6 67.7 0.0 32.2

その他 236 4.2 62.3 29.7 3.8 66.5

※「代替あり・計」は「仕事のほとんどが代替可能だと思う」「一部代替が可能だと思う」の合計。
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(2)仕事がAI に代替された場合の業務内容に対する認識：労働者調査 
労働者調査では、AI による業務の代替可能性について「仕事のほとんどが代替可能だと思

う」「一部代替が可能だと思う」と回答した者に対して、「仕事が AI に取って代わられた場

合に、どんな仕事に就くことになるか」を尋ねている。 
①AI に代替された場合の雇用 

AI に代替された場合の雇用（「A：自社での雇用は保持される」か、「B：他社に転職を余

儀なくされる」か）については、A 計（「自社での雇用保持・計」：「A である」「どちらかと

いえばA」の合計）は 78.7％、B 計（「他社に転職・計」：「B である」「どちらかといえばB」
の合計）は 18.0％となっている。「自社での雇用保持・計（A 計）」が「他社に転職・計（B
計）」を大きく上回っている。 

AI による業務の代替可能性別にみると、「一部代替が可能だと思う」に比べて「仕事のほ

とんどが代替可能だと思う」のほうが、「他社に転職・計（B 計）」の割合が高い（図表 3-11）。 
 

図表 3-11：仕事がAIに代替された場合の雇用（単位＝％）【労働者調査】 

 
 
②AI に代替された場合の知識・スキル 

AI に代替された場合の知識・スキル（「A：これまで培った知識・スキルの延長線上で仕

事に就いている」か、「B: これまで培った知識・スキルとは別の仕事に就いている」か）に

ついては、A 計（「従来の知識・スキルの延長線上・計」：「Aである」「どちらかといえばA」
の合計）は 74.6％、B 計（「従来の知識・スキルとは別の仕事・計」：「Bである」「どちらか

といえばB」の合計）は 21.9％となっている。「従来の知識・スキルの延長線上・計（A計）」

が「従来の知識・スキルとは別の仕事・計（B計）」を大きく上回っている。 
AI による業務の代替可能性別にみると、「一部代替が可能だと思う」に比べて「仕事のほ

とんどが代替可能だと思う」のほうが、「従来の知識・スキルとは別の仕事・計（B 計）」の

割合が高い（図表 3-12）。 
 

図表 3-12：仕事がAIに代替された場合の知識・スキル（単位＝％）【労働者調査】 

 
 

Ａである どちらかと

いえばＡ

どちらかと

いえばＢ

Ｂである 無回答

合計 8,607 23.5 55.2 14.4 3.6 3.3 78.7 18.0

＜AIによる業務の代替可能性＞

仕事のほとんどが代替可能だと思う 691 8.5 33.1 31.3 23.3 3.8 41.6 54.6

一部代替が可能だと思う 7,916 24.8 57.1 12.9 1.9 3.3 81.9 14.8

※「仕事のほとんどが代替可能だと思う」「一部代替が可能だと思う」と回答した者を対象に集計。A計は「Aである」「どちらかと

いえばA」の合計。B計は「どちらかといえばB」「Bである」の合計。

①AIに代替された場合の雇用

n

Ａ.自社での雇用は保

持される

Ｂ.他社に転職を余儀

なくされる
Ａ計 Ｂ計

Ａである どちらかと

いえばＡ

どちらかと

いえばＢ

Ｂである 無回答

合計 8,607 19.3 55.3 17.1 4.8 3.5 74.6 21.9

＜AIによる業務の代替可能性＞

仕事のほとんどが代替可能だと思う 691 7.8 36.3 28.9 22.4 4.5 44.1 51.3

一部代替が可能だと思う 7,916 20.3 56.9 16.1 3.2 3.4 77.2 19.3

n

Ａ.これまで培った知

識・スキルの延長線上

で仕事に就いている

Ｂ.これまで培った知

識・スキルとは別の仕

事に就いている Ａ計 Ｂ計

※「仕事のほとんどが代替可能だと思う」「一部代替が可能だと思う」と回答した者を対象に集計。A計は「Aである」「どちらかと

いえばA」の合計。B計は「どちらかといえばB」「Bである」の合計。

②AIに代替された場合の知識・スキル
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③AI に代替された場合の業務 
AI に代替された場合の業務（「A：AI ではできない高度な仕事（創造性、嗜好などの価値

判断等）に就いている」か、「B：AI の機能を補完・保守するような業務に就いている」か）

については、A 計（「AI ではできない高度な仕事・計」：「A である」「どちらかといえば A」
の合計）は 52.9％、B 計（「AI の機能の補完・保守業務・計」：「B である」「どちらかとい

えば B」の合計）は 43.2％となっている。「AI ができない高度な仕事・計」のほうが「AI
の機能の補完・保守業務・計（B 計）」をわずかに上回っている。 

AI による業務の代替可能性別にみると、「一部代替が可能だと思う」に比べて「仕事のほ

とんどが代替可能だと思う」のほうが、「AI の機能の補完・保守業務・計（B計）」の割合が

高い（図表 3-13）。 
 

図表 3-13：仕事がAIに代替された場合の業務（単位＝％）【労働者調査】 

 
 
3-9．自社の職場へのAI 導入意向：労働者調査 
労働者調査では、「あなたは、自社の職場にAI（人工知能）を導入してほしいと思います

か」と尋ねている。それによれば、「積極的導入を希望・計」（「積極的に導入してほしい」「ど

ちらかといえば積極的に導入してほしい」の合計）の割合は 38.6％である一方で、「導入に

消極的・計」（「どちらかといえば消極的である」「導入には消極的である」の合計）の割合は

60.4％となっており、「導入に消極的・計」のほうが「積極的導入を希望・計」を上回ってい

る。AI 導入の場合の業務効率の影響別にみると、AI の導入により業務効率が「低下」に比

べて「上昇」とする者ほど、「積極的導入を希望・計」の割合は高くなる傾向にある（図表

3-14）。AI の導入により業務効率が上昇すると考えている者ほど、AI 導入に積極的な意向を

示しているようだ。 
図表 3-14：自社の職場へのAI導入意向（単位＝％）【労働者調査】 

 

Ａである どちらかと

いえばＡ

どちらかと

いえばＢ

Ｂである 無回答

合計 8,607 13.5 39.4 35.7 7.5 3.9 52.9 43.2

＜AIによる業務の代替可能性＞

仕事のほとんどが代替可能だと思う 691 9.7 21.9 37.0 26.2 5.2 31.6 63.2

一部代替が可能だと思う 7,916 13.8 41.0 35.6 5.9 3.7 54.8 41.5

※「仕事のほとんどが代替可能だと思う」「一部代替が可能だと思う」と回答した者を対象に集計。A計は「Aである」「どちらかと

いえばA」の合計。B計は「どちらかといえばB」「Bである」の合計。

③AIに代替された場合の業務

n
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7.1 

39.8 
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29.7 

20.6 
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17.9 
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53.4 

1.0 

0.3 

0.7 

0.6 

0.7 
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合計(n=12,839)

＜AI導入の場合の業務効率の影響＞

上昇(n=1,926)

やや上昇(n=8,274)

やや低下(n=1,953)

低下(n=283)

積極的に導入してほしい どちらかといえば積極的に導入してほしい どちらかといえば消極的である 導入には消極的である 無回答
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3-10．AI が職場に導入された場合の雇用不安感：労働者調査 
労働者調査では、「あなたは、自社の職場にAI（人工知能）が導入された場合、雇用不安

を感じますか」と尋ねている。それによれば、「雇用不安を感じる」が 10.3％、「どちらかと

いえば雇用不安を感じる」が 26.7％、「どちらかといえば雇用不安はない」が 42.1％、「全く

雇用不安はない」が 20.2％となっている。「雇用不安あり・計」（「雇用不安を感じる」「どち

らかといえば雇用不安を感じる」の合計）は 37.0％、「雇用不安なし・計」（「どちらかとい

えば雇用不安はない」「全く雇用不安はない」の合計）は 62.3％となっており、「雇用不安な

し・計」が「雇用不安あり・計」を上回っている。 
これを性別にみると、「雇用不安あり・計」の割合は、男性が 30.9％、女性が 44.6％で、

男性に比べ女性のほうが高い。性・年齢別にみると、男女いずれも、おおむね年齢が低くな

るほど、「雇用不安あり・計」の割合が高くなる。 
AI による業務の代替可能性別にみると、代替可能性が高いほど、「雇用不安あり・計」の

割合が高くなる傾向にある。 
職種別にみると、「雇用不安あり・計」の割合は、「保安職」「事務職」「製造・生産工程職」

などで高い。逆に、「雇用不安なし・計」の割合が高いのは、「建設・採掘職」「管理職」「専

門・技術職」「販売職」「運搬・清掃等労務職」などとなっている（図表 3-15）。 
 

図表 3-15：自社の職場にAI導入された場合の雇用不安感（単位＝％）【労働者調査】 
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12,839 10.3 26.7 42.1 20.2 0.7 37.0 62.3

男性 7,159 8.9 22.0 42.5 25.9 0.8 30.9 68.4

女性 5,675 12.0 32.6 41.6 13.0 0.7 44.6 54.6

２０代以下 1,000 11.1 24.8 37.8 25.7 0.6 35.9 63.5

３０代 1,943 9.4 22.3 42.4 25.4 0.5 31.7 67.8

４０代 2,421 7.9 23.0 43.3 25.2 0.6 30.9 68.5

５０代 1,468 8.9 19.3 44.6 26.2 1.0 28.2 70.8

６０代以上 319 7.2 16.3 41.1 33.2 2.2 23.5 74.3

２０代以下 1,476 12.7 35.2 39.8 11.9 0.4 47.9 51.7

３０代 1,645 12.2 31.9 42.4 12.9 0.6 44.1 55.3

４０代 1,701 11.3 33.0 41.6 13.4 0.6 44.3 55.0

５０代 752 12.4 28.1 44.0 14.2 1.3 40.5 58.2

６０代以上 91 9.9 33.0 39.6 13.2 4.4 42.9 52.8

仕事のほとんどが代替可能だと思う 691 38.5 38.9 12.7 9.6 0.3 77.4 22.3

一部代替が可能だと思う 7,916 10.1 31.4 43.6 14.6 0.2 41.5 58.2

代替はほとんどない 3,917 5.7 15.3 45.1 33.5 0.4 21.0 78.6

管理職 2,745 7.1 19.3 45.6 27.3 0.6 26.4 72.9

専門・技術職 1,368 8.6 17.9 45.5 27.1 0.8 26.5 72.6

事務職 7,014 11.7 31.9 40.8 14.9 0.7 43.6 55.7

販売職 526 8.7 21.1 43.5 26.2 0.4 29.8 69.7

サービス職 335 11.9 26.6 36.7 22.7 2.1 38.5 59.4

保安職 23 4.3 43.5 34.8 17.4 0.0 47.8 52.2

製造・生産工程職 401 12.2 29.9 36.2 20.7 1.0 42.1 56.9

輸送・機械運転職 62 14.5 22.6 24.2 33.9 4.8 37.1 58.1

建設・採掘職 21 0.0 0.0 47.6 52.4 0.0 0.0 100.0

運搬・清掃等労務職 62 17.7 12.9 24.2 45.2 0.0 30.6 69.4

その他 236 9.7 20.8 44.1 25.0 0.4 30.5 69.1

女

性

＜AIによる業務の代替可能性＞

＜職種＞

※「雇用不安あり・計」は、「雇用不安を感じる」「どちらかといえば雇用不安を感じる」の合計。「雇用不安なし・

計」は、「どちらかといえば雇用不安はない」「全く雇用不安はない」の合計。

合計

＜性別＞

＜性・年齢＞

男

性
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3-11．AI の活用が一般化する時代 3に求められる能力、スキル 
(1) AI の活用が一般化する時代に従業員に求める能力：企業調査・労働者調査 
企業調査では、「AI（人工知能）の活用が一般化する時代において、貴社が従業員に求め

る能力にはどのようなものがありますか」（複数回答）と尋ねており、同様に、労働者調査で

も、「AI（人工知能）の活用が一般化する時代において、あなたに求められる能力はどのよ

うなものとお考えですか」（複数回答）と尋ねている。 
企業調査によれば、AI の活用が一般化する時代に従業員に求める能力とは、「チャレンジ

精神や主体性、行動力、洞察力などの人間的資質」が 63.8％ともっとも多く、次いで、「コ

ミュニケーション能力やコーチングなどの対人関係能力」が 61.9％、「企画発想力や創造性」

が 54.7％、「情報収集能力や課題解決能力、論理的思考などの業務遂行能力」が 45.7％など

となっている。 
一方、労働者調査においては、AI の活用が一般化する時代に求められる能力とは、「コミ

ュニケーション能力やコーチングなどの対人関係能力」が 61.4％ともっとも多く、次いで、

「チャレンジ精神や主体性、行動力、洞察力などの人間的資質」が 51.7％、「企画発想力や

創造性」が 48.3％、「情報収集能力や課題解決能力、論理的思考などの業務遂行能力」が 28.5％
などとなっている（図表 3-16）。 
 企業・労働者いずれも、「コミュニケーション能力やコーチングなどの対人関係能力」「チ

ャレンジ精神や主体性、行動力、洞察力などの人間的資質」「企画発想力や創造性」が上位に

きている点に違いはない。各項目を比較すると、労働者に比べて企業のほうが、「情報収集能

力や課題解決能力、論理的思考などの業務遂行能力」「チャレンジ精神や主体性、行動力、洞

察力などの人間的資質」の割合が高くなっている。 
 

図表 3-16：AI の活用が一般化する時代での求められる能力（MA、単位＝％）【企業調査・労働者調査】 

 
                                                
3 調査票の注記として、以下の設問では、AI（人工知能）の活用が一般化する時代（今から 20年ほど先の遠い未

来）を念頭に回答を求めている。 

63.8 

61.9 

54.7 

45.7 

21.0 

1.7 

2.7 

51.7 

61.4 

48.3 

28.5 

16.6 

2.0 

1.5 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

チャレンジ精神や主体性、行動力、洞察力などの人間的資質

コミュニケーション能力やコーチングなどの対人関係能力

企画発想力や創造性

情報収集能力や課題解決能力、論理的思考などの業務遂行能力

語学力や理解力、表現力などの基礎的素養

その他

無回答

企業調査(n=2,505）

労働者調査（n=12,839)
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(2) AI の活用が一般化する時代において求めるスキル：企業調査・労働者調査 
企業調査では、AI（人工知能）の活用が一般化する時代において、「AI（人工知能）の活

用のスキルのうち、今後、貴社が求めるスキルにはどのようなものがあると思いますか」（複

数回答）と尋ねている。同様に、労働者調査でも、「AI の活用のスキルのうち、今後、あな

た自身が取得したいスキル、または自分の子どもに習得させたいスキルをお知らせください」

（複数回答）と尋ねている。 
企業調査では、AI の活用が一般化する時代に求めるスキルとは、「AI の価値や可能性を正

しく理解するための基礎的知識」が 69.3％ともっとも多く、次いで、「AI の価値や可能性を

正しく理解するための技術力」が 43.8％、「AI の活用方法を考えるための創造性やデザイン

力」が 38.0％などとなっている。 
一方、労働者調査でも、「AI の価値や可能性を正しく理解するための基礎的知識」が 71.8％

ともっとも多く、次いで、「AI の価値や可能性を正しく理解するための技術力」が 41.3％、

「AIの活用方法を考えるための創造性やデザイン力」が36.1％などとなっている（図表3-17）。 
企業・労働者いずれも、「AI の価値や可能性を正しく理解するための基礎的知識」「AI の

価値や可能性を正しく理解するための技術力」「AI の活用方法を考えるための創造性やデザ

イン力」が上位にきている点に違いはなく、ともに、AI に関する基礎的知識やAI の価値や

可能性を理解するための技術力、AI の活用方法を考えるための創造性を重視しているようだ。

その一方で、「各種システムにAI を実装するためのスキル」「AI を作るためのプログラムを

読み書きする基本スキル」「AI の様々な可能性を探索・追求していく高度なプログラミング、

設計力、データの目利き」など、技術的なスキルについては、企業・労働者とも 2割程度と

なっている。 
 

図表 3-17：AIの活用が一般化する時代において、AIの活用のスキルのうち、今後、求めるスキル（MA、単位＝％）

【企業調査・労働者調査】 
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無回答

企業調査(n=2,505）

労働者調査（n=12,839)
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3-12．AI の活用が一般化する時代において、AI 活用のスキルを取得するために必要な学習

環境や支援制度：労働者調査 
 労働者調査では、「AI（人工知能）の活用が一般化する時代において、あなた自身やあな

たの子どもが、AI（人工知能）活用のスキルを取得しようとする場合、どのような学習環境

や支援制度が必要とお考えですか」（複数回答）と尋ねている。 
それによれば、「義務教育段階での学習指導」が 61.5％ともっとも多く、次いで、「大学等

高等教育機関における教育・研究の充実」が 45.0％、「企業におけるOJT（企業内訓練）の

計画的・実践的な推進」が 35.0％、「企業における自己啓発に関する支援制度」が 30.1％、

「外部サービスによる教育・訓練プログラムの提供」が 25.1％、「国家資格・国家試験制度

の創設」が 24.3％、「企業におけるOFF-JT（企業外訓練）の充実」が 19.5％などとなって

いる。「特に学習環境や支援制度は必要ない」は 4.4％と少数である（図表 3-18）。 
 

図表 3-18：AI の活用が一般化する時代において、AI 活用のスキルを取得しようとする場合に必要な学習環境や 
支援制度（MA、単位＝％）【労働者調査】 

 

４．副業 
4-1．副業の許可状況：企業調査 
 企業調査では、「従業員の副業を認めていますか」と尋ねている。それによれば、「禁止し

ている」が 83.4％と 8 割強を占め、次いで、「容認している」が 16.1％となっており、「推進

している」は 0.1％とわずかである（図表 4-1）。 
図表 4-1：従業員の副業の許可状況（単位＝％）【企業調査】 
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4-2．企業の副業の推進・容認の状況 
(1)従業員の副業申請の扱い：企業調査 
企業調査において、従業員の副業の「推進・容認企業・計」（「推進している」「容認してい

る」の合計）について、従業員の副業申請の扱いを尋ねたところ、「申請書類による許可制」

が 40.5％、「申請書類のない（口頭など）許可制」が 21.4％となっており、「特段に報告義務

なし」は 36.6％となっている。これを従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど「申請

書類による許可制」の割合が高くなる一方で、規模が小さくなるほど「特段に報告義務なし」

の割合が高くなる（図表 4-2）。 
 

図表 4-2：従業員の副業申請の扱い（単位＝％）【企業調査】 

 
 
(2)副業の推進・容認理由：企業調査 
従業員の副業の「推進・容認企業・計」（「推進している」「容認している」の合計）につい

て、副業の推進・容認理由（複数回答）を尋ねたところ、「特に理由はない」が 24.3％でも

っとも多い。具体的な理由としては、「賃金低下の補助」が 20.1％、「優秀な人材の確保・定

着のため」が 18.4％、「副業にかかわるルールがなく黙認していただけ」が 17.9％、「社会貢

献のため」が 14.5％、「従業員の視野拡大・能力開発のため」が 13.8％、「副業の経験を本業

に活かしてほしいため」が 11.3％などとなっている。 
従業員規模別にみると、おおむね規模が大きくなるほど、「優秀な人材の確保・定着のため」

「社会貢献のため」などの割合が高い。一方、おおむね規模が小さくなるほど、「賃金低下の

補助」「副業にかかわるルールがなく黙認していただけ」などの割合が高い（図表 4-3）。 
図表 4-3：副業の推進・容認理由（MA、単位＝％）【企業調査】 
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4-3．副業の禁止理由：企業調査 
 企業調査において、従業員の副業を「禁止している」企業について、副業の禁止理由（複

数回答）を尋ねたところ、「業務に専念してもらいたい」が 81.9％ともっとも多く、次いで、

「疲労による業務効率の低下防止」が 63.2％、「業務上の秘密保持」が 37.7％、「企業秩序を

乱すから」が 29.1％などとなっている。 
これを従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど、「業務上の秘密保持」の割合が高く

なる（図表 4-4）。 
 

図表 4-4：副業の禁止理由（MA、単位＝％）【企業調査】 

 
 

4-4．今後の従業員の副業の推進方針：企業調査 
 企業調査では、「今後、ICT（情報通信技術）を利用した働き方（テレワーク）が進んだ場

合に、貴社の従業員の副業のあり方をどのようにしたいと思いますか」と尋ねている。それ

によれば、「副業を推進したい」は 1.3％とわずかであり、「どちらともいえない」が 41.9％、

「副業は推進しない」が 54.5％となっている。 
 これを副業の認可状況別にみると、副業を禁止している企業では、「副業は推進しない」と

する企業が 60.5％ともっとも割合が高い。一方、副業を推進・容認している企業では、「ど

ちらともいえない」が 70.5％でもっとも高く、次いで、「副業は推進しない」が 24.8％とな

っており、「副業を推進したい」は 3.7％と少数となっている（図表 4-5）。 
 

図表 4-5：今後の従業員の副業の推進方針（単位＝％）【企業調査】 
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4-5．労働者の副業の状況 
(1)副業の状況：労働者調査 
労働者調査では、「主な仕事の他に、ふだん何か収入になる仕事（以下、「副業」と略す）

をしているか」を尋ねている。それによれば、「副業をしている」とする者は 1.9％、「副業

はしていない」が 97.8％となっている。 
「副業をしている」とする割合を性別にみると、男性 2.2％、女性 1.4％となっており、両者

にほとんど差はみられない（図表 4-6-①）。 
次に、「副業はしていない」とする者を対象に、副業の意向をたずねたところ、「副業をし

たい」が 32.1％、「副業をしたくない」が 65.0％となっている。 
「副業をしたい」とする割合を性別にみると、男性 29.8％、女性 35.1％となっており、女

性のほうが高い（図表 4-6-②）。 
 

図表 4-6：①副業の有無、②副業していない者の副業の意向（単位＝％）【労働者調査】 

 
 
(2)副業の就業形態：労働者調査 
 労働者調査で「副業をしている」者を対象に、副業の就業形態を尋ねたところ、「自由業・

フリーランス（クラウドワーク含む）」が 28.9％ともっとも割合が高く、次いで、「自営業主」

が 21.9％、「非正社員（派遣社員含む）」が 14.5％、「会社などの役員」が 4.5 ％、「正社員」

が 3.3％などとなっている。（図表 4-7）。 
図表 4-7：副業の就業形態（SA、単位＝％）【労働者調査】 
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用している」が 38.4％、「たまに使用する」が 16.5％、「ほとんど使用しない」が 38.8％と

なっている。これを副業の就業形態別にみると、「使用している」とする割合は、「自由業・

フリーランス（クラウドワーク含む）」が 64.3％ともっとも高い（図表 4-8）。 
図表 4-8：副業での情報通信技術（ICT）の使用（単位＝％）【労働者調査】 

 
 

(4)本業の仕事に対する副業の役立ち度：労働者調査 
「副業をしている」者を対象に、「副業は、本業の仕事に、どの程度役立っているか」を尋

ねたところ、「役立つ・計」（「大いに役立っている」（17.8％）、「やや役立っている」（27.7％）

の合計）の割合は 45.5％。「役立たない・計」（「あまり役立っていない」（13.6％）、「まった

く役立っていない」（36.8％）の合計）は 50.4％となっている。両者はほぼ拮抗している（図

表 4-9）。 
図表 4-9：本業の仕事に対する副業の役立ち度（単位＝％）【労働者調査】 

 

 
4-6．副業をする（したい）理由：労働者調査 
 労働者調査では、副業をしている者及び、副業をしていないが副業をしたい者を対象に、

副業をしている理由（副業をしたい理由）（複数回答）を尋ねている。それによれば、「収入

を増やしたいから」が 84.9％ともっとも多く、次いで、「自分が活躍できる場を広げたいか

ら」が 33.9％、「様々な分野の人とつながりができるから」が 30.4％、「現在の仕事で培った

能力を活用するため」が 10.6％などとなっている。 
 これを副業実施の有無別にみると、「副業をしている」に比べて「副業はしていないがした

い」のほうが「収入を増やしたいから」の割合が高い（図表 4-10）。 
図表 4-10：副業をする（したい）理由（MA、単位＝％）【労働者調査】 
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17.8 27.7 13.6 36.8 4.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=242)

大いに役立っている やや役立っている あまり役立っていない まったく役立っていない 無回答

※「副業をしている」者を対象に集計。
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合計 4,280 84.9 6.9 8.0 6.8 33.9 30.4 10.6 6.7 3.7 2.8

＜副業実施の有無＞

副業をしている 242 54.5 6.6 2.5 9.1 28.9 28.5 12.4 8.3 25.2 3.3

副業はしていないがしたい 4,038 86.7 6.9 8.3 6.6 34.2 30.5 10.5 6.6 2.4 2.8

※「副業をしている」者及び、「副業はしていない」が「したい」者を対象に集計。
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（別紙） 

Ⅲ 回答企業・回答者の属性 

 

表 1：回答者企業の属性【企業調査】  表 2：回答者の属性【労働者調査】 

 

n ％ n ％

2,505 100.0 合計 12,839 100.0

９９人以下 118 4.7 男性 7,159 55.8

１００～２９９人 1,179 47.1 女性 5,675 44.2

３００～９９９人 733 29.3 無回答 5 0.0

１，０００～９，９９９人 435 17.4 ２０歳未満 41 0.3

１万人以上 23 0.9 ２０～２４歳 742 5.8

無回答 17 0.7 ２５～２９歳 1,694 13.2

問1：業種 鉱業、採石業、砂利採取業 3 0.1 ３０～３４歳 1,706 13.3

建設業 182 7.3 ３５～３９歳 1,882 14.7

製造業 694 27.7 ４０～４４歳 2,213 17.2

電気・ガス・熱供給・水道業 14 0.6 ４５～４９歳 1,911 14.9

情報通信業 77 3.1 ５０～５４歳 1,273 9.9

運輸業、郵便業 202 8.1 ５５～５９歳 947 7.4

卸売業、小売業 456 18.2 ６０～６４歳 324 2.5

金融業、保険業 52 2.1 ６５～６９歳 72 0.6

不動産業、物品賃貸業 27 1.1 ７０歳以上 14 0.1

学術研究、専門・技術サービス業 50 2.0 無回答 20 0.2

宿泊業、飲食サービス業 132 5.3 問３：配偶者 いる 7,298 56.8

生活関連サービス業、娯楽業 38 1.5 いない 5,495 42.8

教育、学習支援業 53 2.1 無回答 46 0.4

医療、福祉 92 3.7 子どもがいる 6,238 48.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 2 0.1 子どもはいない 6,496 50.6

サービス業（他に分類されないもの） 332 13.3 無回答 105 0.8

その他 66 2.6 ９９人以下 540 4.2

無回答 33 1.3 １００～２９９人 5,809 45.2

３００～９９９人 3,823 29.8

１，０００～９，９９９人 2,413 18.8

１万人以上 177 1.4

無回答 77 0.6

問９：業種 鉱業、採石業、砂利採取業 21 0.2

建設業 1,071 8.3

製造業 3,587 27.9

電気・ガス・熱供給・水道業 164 1.3

情報通信業 414 3.2

運輸業、郵便業 982 7.6

卸売業、小売業 1,956 15.2

金融業、保険業 370 2.9

不動産業、物品賃貸業 128 1.0

学術研究、専門・技術サービス業 327 2.5

宿泊業、飲食サービス業 565 4.4

生活関連サービス業、娯楽業 197 1.5

教育、学習支援業 325 2.5

医療、福祉 537 4.2

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 36 0.3

サービス業（他に分類されないもの） 1,717 13.4

その他 360 2.8

無回答 82 0.6

管理職 2,745 21.4

専門・技術職 1,368 10.7

事務職 7,014 54.6

販売職 526 4.1

サービス職 335 2.6

保安職 23 0.2

製造・生産工程職 401 3.1

輸送・機械運転職 62 0.5

建設・採掘職 21 0.2

運搬・清掃等労務職 62 0.5

その他 236 1.8

無回答 46 0.4

問10：職種

問８：従業員

規模

問４：子ども

の有無

問２：年齢

問１：性別問１：従業

員規模

合計
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